
基町相生通地区第一種市街地再開発事業に係る 

公共施設の整備に関する工事監督支援および工事関連調整業務受託者募集について 

 

基町相生通地区第一種市街地再開発事業共同施行者 

株式会社朝日新聞社 

株式会社朝日ビルディング 

１．業務名称 

  基町相生通地区第一種市街地再開発事業に係る公共施設の整備に関する 

工事監督支援および工事関連調整業務（その３） 

 

２．履行場所 

受託者の事務所および工事場所 

 

３．業務概要 

基町相生通地区第一種市街地再開発事業において、公共施設の整備に関する工事監督支援および工事

関連調整業務を行うものである。主な業務内容は以下のとおり。  

① 工事監督支援業務  

・ 対象工事の監督業務の遂行等  

② 工事関連調整業務  

 ・ 関連工事との工程調整の実施等、特定業務代行者支援 

・ 定例会議等に係る運営、出席、委託者支援等 

 

４．履行期間 

  令和８年１０月下旬（契約締結日の翌日）から令和９年３月１０日まで（予定） 

   ※ただし、対象工事の進捗状況によって履行期間を変更する場合がある。 

 

５．応募資格 

本募集は以下に掲げる資格要件を満たした企業で、参加表明書を提出した者が応募できる。 

①広島市競争入札参加資格審査において、令和７年・８年度建設コンサルタント業務等競争入札

参加資格者として、業務の種類が土木関係建設コンサルタント業務の登録種目「道路」に登録

されているものであること。 

②広島市内に主たる営業所（広島市建設コンサルタント業務等競争入札取扱要綱第２条６項に規

定する営業所をいう。）又は支店等（継続して入札に関すること等の委任を受けているものに

限る）を有していること。 

③広島県内にて、平成２３年４月１日以降に完了した、下記に掲げる同種業務ⅠまたはⅡのいず

れかの実績を有していること。（但し、再委託による業務の実績は含まない。） 

 イ 同種業務Ⅰ：道路工事に関する工事監理業務、工事監督支援または発注者支援業務 

 ロ 同種業務Ⅱ：既成市街地※１における土木事業に関するＰＭ・ＣＭ業務※２ 

  ※１ 令和２年国勢調査で設定される人口集中地区 

  ※２ 技術的な中立性を保ちつつ、発注者側に立って、設計・発注・施工の各段階において

設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理などの各種マネジメント業務の

全部又は一部を行う業務 



④次に掲げる基準を満たす技術者等を本件業務に配置できること。 

 イ 管理技術者 

   管理技術者については、下記の（イ）から（ハ）に示す条件を満たす者であること。 

 （イ）下記のいずれかの資格又は経歴を有する者であること。 

＜資格＞ 

 ・ １級土木施工管理技士の資格を有し、建設業法（昭和 24年法律第 100号）による合

格者証の交付を受けている者 

 ・ 技術士（建設部門又は総合技術監理部門（建設））の資格を有し、技術士法（昭和 58

年法律第 25号）による登録を行っている者 

 ・ ＲＣＣＭ（道路、都市計画及び地方計画部門、建設環境部門）の資格を有し、「登録

証書」の交付を受けている者 

・ 土木学会認定（上級又は一級）土木技術者の資格を有する者  

・ 一般社団法人全日本建設技術協会の公共工事品質確保技術者（Ⅰ）の資格を有する者  

＜経歴＞  

・ 本件業務が該当する技術士法の技術部門（建設部門又は総合技術監理部門（建設））に技

術職として従事し、当該実務経験が 15年以上ある者  

（ロ）平成２０年度以降に、下記に掲げる同種業務ⅠまたはⅡのいずれか（再委託等条件につ

いても同じ。）に従事した経験を有する者であること。 

① 同種業務Ⅰ：道路工事に関する工事監理業務、工事監督支援または発注者支援業務

② 同種業務Ⅱ：既成市街地※1における土木事業に関するＰＭ・ＣＭ業務※2 

※1 令和２年国勢調査で設定される人口集中地区 

※2 技術的な中立性を保ちつつ、発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階に

おいて設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理などの各種マネジメ

ント業務の全部又は一部を行う業務 

（ハ）申請書及び資料の提出期限日時点において、参加希望者と恒常的な雇用関係があるこ

と。なお、雇用関係がないことが判明した場合、虚偽の記載として取扱う。  

ロ 主任監理員、主任技術者 

  担当技術者のうち、主任監理員、主任技術者については、下記の（イ）から（ハ）に示す

条件を満たす者であること。 

 （イ）下記のいずれかの資格又は経歴を有する者であること。 

＜資格＞ 

・ （１級又は２級）土木施工管理技士の資格を有し、建設業法（昭和 24年法律第 100

号）による合格者証の交付を受けている者 

・ 技術士（建設部門又は総合技術監理部門（建設））の資格を有し、技術士法（昭和 58年

法律第 25号）による登録を行っている者 

・ ＲＣＣＭ（道路、都市計画及び地方計画部門、建設環境部門）の資格を有し、「登録証

書」の交付を受けている者 

・ 土木学会認定（上級、一級又は二級）土木技術者の資格を有する者 

・ 一般社団法人全日本建設技術協会の公共工事品質確保技術者（Ⅰ又はⅡ）の資格を有す

る者 

＜経歴＞  

・ 本件業務が該当する技術士法の技術部門（建設部門又は総合技術監理部門（建設））に



技術職として従事し、当該実務経験が 10年以上ある者 

（ロ）平成２３年度以降に、下記に掲げる同種業務ⅠまたはⅡのいずれか（再委託等条件に

ついても同じ。）に従事した経験を有する者であること。 

① 同種業務Ⅰ：道路工事に関する工事監理業務、工事監督支援または発注者支援業務 

② 同種業務Ⅱ：既成市街地※1における土木事業に関するＰＭ・ＣＭ業務※2 

※1 令和２年国勢調査で設定される人口集中地区 

※2 技術的な中立性を保ちつつ、発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階にお

いて設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理などの各種マネジメント業

務の全部又は一部を行う業務 

（ハ）申請書及び資料の提出期限日時点において、参加希望者と恒常的な雇用関係があるこ

と。なお、雇用関係がないことが判明した場合、虚偽の記載として取扱う。 

 

６．入札への参加方法 

応募者は、下記問い合わせ先までメールで入札要項配布を申し込んでください。担当より資料一式を

メールで送付します。その後、送付した要項に従い必要書類を提出してください。 

（１）必要書類提出期限 

令和８年９月１８日（金） 

 

（２）必要書類 

  ・参加表明書 

   ・登記簿謄本（写し可、発行日から 3カ月以内） 

   ・経歴書 

   ・技術職社員の有資格者数などがわかるもの 

   ・納税証明書（前年分）及び土木関係建設コンサルタント業者登録（更新）通知書写し 

   ・秘密保持誓約書 

※ 必要書類及び添付書類は返却しません。また、参加表明書をはじめとしていただいた個人

情報は基町相生通地区第一種市街地再開発事業に係る業務の目的以外に使用しません。 

 

 （３）その他 

    詳細は「別紙１_入札実施要項」によります。不明な点は下記までお問合せください。 

 

（４）問い合わせ先 

     〒730-0013 広島県広島市中区八丁堀１１－２８ 

 朝日広告ビル６階 

   株式会社朝日ビルディング 広島支店 

Ｅ－Ｍａｉｌ：abd-kikaku@asahibuilding.co.jp     担当：田中、宮里 


